
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東大和市の“今”を伝えたい・・・ 
市議会議員  

 和地ひとみレポート 

２０１６年３月６日 

№191 

 

■３０の議案 

…2 月 24 日から H28 年度第 1 回市議会定例会の初日
の本会議では様々な議案が審議されました。今定例会
に市長が提出した議案は 30 件。国の法律が改正された
ことを受けて、新設される条例や条例改正、また、東
京都人事委員会勧告に伴い、職員の給与に関する条例
の一部を改正するもの、市独自の事情により改正する
条例などの案が出されました。 

…また、今定例会には来年度の予算案（一般会計予算、
国民健康保険事業特別会計予算、下水道事業特別会計
予算、土地区画整理事業特別会計予算、介護保険事業
特別会計予算、後期高齢者医療特別会計予算）も議案
として提出されましたが、この予算案については 3 月
10 日、11 日、14 日と 3 日間開催される「予算特別委
員会」で別途審査されます。また、新設条例や特に内
容を詳細に審査したほうがよい議案については、議会
の常任委員会に付託され、委員会内で審査し、その結
果を各委員長が最終日の本会議で議会全体に報告し、
その内容を受けて、最終的に議決をとることになりま
す。 

…今回常任委員会に審査を付託された議案は以下のと
おりです。 
 
【総務委員会に付託】 
・東大和市行政不服審査会条例（新設） 
 
【厚生文教委員会に付託】 
・東大和市消費生活センター条例（新設） 
 
【建設環境委員会に付託】 
・東大和市下水道条例の一部を改正する条例 
・市道路線の廃止、認定関連 
 

■新たに制定される条例案は① 

…今定例会では新設条例の議案が提出され、上記のと
おり委員会に審査を付託しています。総務委員会に付
託された「東大和市行政不服審査会条例」は、50年ぶ
りに全面的に改正される「行政不服審査法」が H28 年
4 月 1 日に施行されることをうけて制定される予定の
条例です。新たな「行政不服審査法」では、審査請求
があった場合に「東大和市行政不服審査会」という諮
問機関を設置することが必要とされているため、その
審査会の内容を定める条例が必要となりました。 

…少し、耳慣れない制度の行政不服審査制度ですが、
これは「行政処分に関して、国民がその見直しを求め、
不服を申し立てる手続き」で「手数料無料で国民の権
利利益を救済」するための制度です。 

 
 

H28 年第 1回市議会定例会の市長提出議案は３０件 

新設条例案２件、下水道条例の一部改正も議案に 
 

…行政に関する不服などを 

訴える方法には行政事件訴訟（裁判） 

という方法もありますが、行政不服審査 

は書面による審査のため、簡易かつ迅速であること、
また、裁判と違い違法か合法かという点だけではな
く、不当かどうかという点も審査されるという点が、
メリットだといわれている制度です。 

…今回の法の改正は、裁決について、有識者から成る
第三者機関が点検するという『公正性の向上』と、  
不服申立てをすることができる期間を６０日から３
か月に延長されたことや、不服申立ての手続を審査請
求に一元化したという『使いやすさの向上』がポイン
トとのことです。 

…実際に、自分の身の回りでこの制度はどのような時
に使われているのかイメージしづらいですが、総務省
の報告によると H23 年度では全国の都道府県及び市
区町村に対し行政不服審査法に基づく不服申立ては
18,290 件とのこと。その内容は、異議申し立てが情
報公開条例関係 6,624 件、道路交通法関係 1,943 件。
審査請求は介護保険法関係 1,190 件、生活保護法関係
987 件とのことです。 

…具体的なイメージでは、道路交通法関係では、交通
違反とされた内容に不服がある、運転免許停止や免許
取り消しに不服がある場合。生活保護関係では、申請
をしたのに認められなかった、 保護の決定内容に納
得ができない（金額が少ないなど）といった時に不服
申し立てをされる場合もあるようです。 

…東大和市においては、前述のとおり「行政不服審査
会」を設置するための条例の新設とともに、下記の条
例に入っている「異議申し立て」「不服申し立て」と
いう文言を「審査請求」に変更する改正が必要となり
ました。 
 
【行政不服審査法の影響を受ける条例】 
・東大和市税条例 
・東大和市固定資産評価審査委員会条例 
・東大和市職員の給与に関する条例 
・東大和市手数料条例 
・東大和市証人等の実費弁償に関する条例 
・東大和市行政手続条例 
・東大和市情報公開条例 
・東大和市個人情報保護条例 
・東大和市人事行政の運営等の状況の公表に関する条 
１例 

（裏面に続く） 
 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【下水道の料率等の改正内容案】 
汚水の種類 排出量 改正後の料率 改正前の料率 

一般汚水 

8（10※改正前）m³以下の分 8 m³まで 610 円 10 m³まで 480 円 
9（11※改正前）m³～20 m³ 1 m³につき 102 円 1 m³につき 102 円 

21m³～30 m³ 1 m³につき 160 円 
1 m³につき 144 円 

31m³～50 m³ 1 m³につき 190 円 
51m³～100 m³ 1 m³につき 230 円 1 m³につき 174 円 
101m³～200m³ 1 m³につき 270 円 1 m³につき 210 円 
201m³～500 m³ 1 m³につき 330 円 1 m³につき 264 円 
501m³～1000 m³ 1 m³につき 370 円 1 m³につき 300 円 

1001m³～   1 m³につき 410 円 1 m³につき 340 円 
浴場汚水  1 m³につき 24 円 1 m³につき 19 円 

 

■ 連絡先  和地 ひとみ事務所   HP：http://www.wachi1103.jp 

wachi_hitomi@cocoa.ocn.ne.jp 【電話・ＦＡＸ】 042－516－8546  

〒207-0005 東大和市高木 3－274－2－102   

 

東大和市 市議会議員 

和地 ひとみ 

市政、議会について「自然体」「ざっくばらん」にレポート。駅前で配布するレポートは毎回、最新号です。 

「私たちの身近にある市政、市議会。伝えることがスタートだと思います。」 

 
…この改正については、値上げとなるので今定例会に
も「下水道料金の値上げ中止を求める陳情」が２件出
ています。しかし、下水道事業は『地方公営企業』と
いうもので、独立採算制＝企業と同じように、サービ
スを提供することで得るお金で運営をすることが基本
とされているにも関わらず、一般会計から繰り入れを
して赤字補填をしている状況の改善のため、また、近
い将来に多くの財源が必要となる老朽化した汚水管渠
の整備のための準備として受け入れるしかないと私は
考えています。値上げをしなければ今は良いですが、
将来の世代にツケを残すことになってしまいます。 
 

■補正予算は 
…各定例会では、補正予算も議案として出されます。
今定例会は H27年度の最後の定例会なので、出された
補正予算の議案は今年度最後の補正予算となります。 
様々な補正予算が出されましたが、この案が可決され
ることにより、一般会計は当初予算より約 14 億 7000
万円増となります。また、特別会計について今回提出
された補正予算で気になるのは国民健康保険特別会計
のもの。給付費が予算より増えたため約 1 億 5100 万円
の増額補正。４月から値上がりする国民健康保険税で
すが、国民健康保険特別会計は当初予算より最終的に
は約 2 億 4700 万円増となります。 
…市の財政状況は改善してきていますが、（仮称）総合
福祉センターの開設、新学校給食センター建設、市庁
舎耐震工事など大きな事業を抱えている状況では予断
を許さない状況です。来年度予算を審議する予算特別
委員会においては、市の予算をしっかりと確認してい
きたいと思います。 
 
【小島副市長・真如教育長が再任】 
今定例会では、この３月末に任期満了となる副市長と教育
長（４月からは教育委員会制度の変更のため新教育長に）
の選任について、議会の同意を求められました。 
副市長は小島昇公氏、教育長は真如昌美氏の再任に議会
は同意しました。 

 

■新たに制定される条例案は② 

…もうひとつの新設条例の議案は「東大和市消費生活セ
ンター条例」です。「消費者安全法」には、市町村が設
置する消費生活センターには一定の基準が設けられて
います。東大和市では、現在も消費生活相談を実施して
おりますが、その内容が「消費者安全法」の基準を満た
しているため、既存の消費生活相談を消費生活センター
と位置づけるため、その規定を明記した条例が必要にな
りました。東大和市の消費生活相談には多くの相談が寄
せられているようです。最近は、嘘の投資話に乗ってし
まった、インターネットで閲覧していないサイトから多
額の請求があったなどといったものが多いようです。 
 

■下水道条例の一部を改正する条例案も 
…以前のこのレポートでも取り上げた「下水道条例の一
部改正」についても今定例会で議案として出されていま
す。今回の改正の主なポイントは以下のとおりです。 
 
①基本使用料を現行の 10m³から８m³に 
②排出量の区分の 21m³～50m³を２つに分割して、   

21m³～30 m³と 31 m³～50 m³にする。 
③料率を平均で 30％上げる 
④下水道免除該当者に中国残留邦人等及び特定配偶者
の自立の支援に関する法律による支援給付を受けている
方も対象に追加。また、免除する使用料の汚水排出料を  
10 m³に相当するとしていたところを、10 m³までに相当す
ると変更。 

 
 ※現行での免除該当者は、生活保護法により生活扶助支給
を受けている者、 特別児童扶養手当等の支給に関する法
律により特別児童扶養手当の支給を受けている者、 国民
年金法により遺族基礎年金の支給を受けている者又は国民
年金法等の一部を改正する法律附則第 32 条第 1 項の規
定によりなお従前の例によるものとされた同法第 1条の規定
による改正前の国民年金法による老齢福祉年金の支給を
受けている者となっています。 

 


